
 

第４３期事業計画書 

自 令和 ７年 ６月 １日 

至 令和 ８年 ５月３１日 

 

Ⅰ．発注官公署等による登記の嘱託を適正かつ迅速に処理することにより、公共の利益 

となる事業の成果の速やかな達成・安定を図り、国民の権利の保護に寄与することを 

目的とする本協会の設立趣旨について一層の理解を得て、受託件数の拡大と組織基盤 

確立を図るため、次の事業を推進する。 

 

１．業務の適正を確保するための体制 

（１）土地区画整理事業等の事業計画達成の加速化に対応するため、執行部・支部・事 

務局間の連絡体制の強化 

（２）官公署職員を対象とした研修会、講演会等の実施並びに嘱託登記に関連する官公 

  署より、研修会講師派遣の要請を受けた場合、担当者を派遣する。 

（３）財務基盤の拡充と諸規則の整備 

（４）嘱託登記のオンラインによる申請の推進 

（５）本・支部間の情報交換 

（６）事務局体制の見直しと事務の効率化 

（７）受託案件の公平な配分 

（８）危機管理への対応策の検討 

 

２．開発活動の強化 

（１）県内国及び県市町村等への啓発・開発活動の推進 

（２）土地区画整理事業に対する積極的広報活動 

（３）入札情報の収集と分析 

（４）相続登記の義務化への対応 

（５）法務局相続人調査の受託、実施 

（６）公益社団法人宮城県公共嘱託登記土地家屋調査士協会との共同での啓発活動 

（７）仙台市を中心とした、県内各自治体の空き家対策に対する助言、指導等 

（８）一般社団法人宮城県公共嘱託登記司法書士協会設立 40 周年記念式典を公益社団

法人宮城県公共嘱託登記土地家屋調査士会と合同で実施する。 

 

３．他団体との連絡協調 

（１）全司協及び東北ブロック単位会との情報交換 

（２）宮城県司法書士会、日本司法書士政治連盟宮城県会、公益社団法人成年後見セン 

ター・リーガルサポート宮城支部、公益社団法人宮城県公共嘱託登記土地家屋調査 

士会等関係団との連携強化の推進。 

（３）関係団体等が主催するイベント等の公益事業に相談員派遣の要請を受けた場合、 

担当者を派遣する。 



 

Ⅱ．現に入会している社員数 ９６名 

 

 

Ⅲ．当期中に官公署等から受託を予定する支部別受託件数 

          参考（ ）は前期受託件数 

仙 台 支 部   ７００  件    （   ６１２件） 

県 南 支 部   ２１０  件    （    ８７件） 

県 北 支 部   １０５  件    （    ８４件） 

大崎栗原支部    ８５  件    （    ４５件） 

合 計  １，１００ 件    （   ８２８件） 

 

Ⅳ．当期において，官公署等から受託を受けるについて受取が予想される受託料 

   第４３期収支予算書のとおり 

 



　　　　　自　令和　７年　６月　１日

１）収入の部 　　　　　至　令和　８年　５月３１日

第４２期 第４３期

入会金収入 60,000 90,000 30,000

入会金収入 60,000 90,000 30,000

入会金 60,000 90,000 30,000

会費収入 10,788,483 13,256,000 2,467,517

定額会費 3,477,000 3,456,000 -21,000

定率会費 7,311,483 9,800,000 2,488,517

財産運用収入 3,809 4,000 191

利息収入 3,809 4,000 191

預金利息 3,809 4,000 191

事業収入 23,624,167 28,000,000 4,375,833

受託収入 23,624,167 28,000,000 4,375,833

仙台支部 17,040,826 18,500,000 1,459,174

県南支部 2,705,227 3,500,000 794,773

県北支部 2,494,946 3,500,000 1,005,054

大崎栗原支部 1,383,168 2,500,000 1,116,832

雑収入 40,000 50,000 10,000

雑収入 40,000 50,000 10,000

雑収入 40,000 50,000 10,000

積立金取崩収入 0 0 0

積立金取崩収入 0 0 0

積立金取崩収入 0 0 0

34,516,459 41,400,000 6,883,541

16,097,650 15,405,348 -692,302

50,614,109 56,805,348 6,191,239

（単位：円）

備　考

収入合計　　　（Ａ）

第４３期　収　支　予　算　書

勘　　定　　科　　目

大　科　目 小　科　目中　科　目 予算額決算額
差　額　

前期繰越収支差額

合　　　計（Ｂ）



２）支出の部
第４２期 第４３期

管理費 11,075,017 12,585,000 1,509,983
人件費 7,599,775 7,790,000 190,225

役員報酬 744,000 750,000 6,000
給与手当 4,140,000 4,300,000 160,000
諸手当 1,501,080 1,510,000 8,920
法定福利費 956,980 970,000 13,020
福利厚生費 257,715 260,000 2,285

会議費 378,195 630,000 251,805
総会費 12,135 80,000 67,865
理事会費 319,680 500,000 180,320
諸会議費 46,380 50,000 3,620

事務費 3,007,672 4,035,000 1,027,328
事務委託費 0 300,000 300,000
消耗品費 109,582 300,000 190,418
旅費交通費 85,525 200,000 114,475
什器備品費 0 100,000 100,000
雑費 0 50,000 50,000
通信費 282,706 400,000 117,294
リース料 129,580 200,000 70,420
支払手数料 305,290 350,000 44,710
賠償責任保険料 12,740 15,000 2,260
賃借料 1,911,360 1,920,000 8,640
水道光熱費 170,889 200,000 29,111

租税公課 17,050 30,000 12,950
租税公課費 17,050 30,000 12,950

減価償却費計 0 0 0
減価償却費 0 0 0

接待交際費 72,325 100,000 27,675
交際費 72,325 100,000 27,675

事業費 23,657,373 28,300,000 4,642,627
委託費 23,624,167 28,000,000 4,375,833

委託報酬 23,624,167 28,000,000 4,375,833
啓発費 29,133 200,000 170,867

宣伝費 19,800 100,000 80,200
啓発諸費 9,333 100,000 90,667

研修費 4,073 100,000 95,927
研修費 4,073 100,000 95,927

会費 476,371 510,135 33,764
会費 476,371 510,135 33,764

全司協会費 476,371 450,135 -26,236
東北ブロック協議会 0 60,000 60,000

雑損失 0 0 0
雑損失 0 0 0

雑損失 0 0 0
予備費 0 4,865 4,865

予備費 0 4,865 4,865
予備費 0 4,865 4,865

35,208,761 41,400,000 6,191,239
-692,302 0 692,302

15,405,348 15,405,348 0
　(単位：円）

　　　　　　次期繰越収支差額（Ｂ－Ｃ）

勘　　定　　科　　目

大　科　目 中　科　目 小　科　目 決算額

支出合計　　　（Ｃ）
収支差額（Ａ－Ｃ）

予算額
備　考差　額　
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